
証券コード：1959

2021年 3月期（第3四半期末）



（百万円、下段は構成比）

貸借対照表の概要
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2019年3月末 2020年3月末 2020年12月末 増減
（9ヶ月間） 主な増減要因

流動資産 206,268(57.7%) 216,269(58.7%) 198,875(56.4%) ▲17,394 受取手形・未収入金等 ▲39,503

固定資産 151,002(42.3%) 152,212(41.3%) 153,800(43.6%) ＋1,588 投資有価証券 ＋4,678

資産合計 357,271(100.0%) 368,482(100.0%) 352,675(100.0%) ▲15,806
流動負債 142,144(39.8%) 142,723(38.7%) 121,266(34.4%) ▲21,456 支払手形・工事未払金等 ▲32,296

固定負債 32,949(9.2%) 28,316(7.7%) 24,187(6.9%) ▲4,129 退職給付に係る負債 ▲2,652

負債合計 175,094(49.0%) 171,039(46.4%) 145,453(41.2%) ▲25,585
純資産合計 182,176(51.0%) 197,442(53.6%) 207,221(58.8%) ＋9,779 利益剰余金 ＋6,746

負債純資産合計 357,271(100.0%) 368,482(100.0%) 352,675(100.0%) ▲15,806



2019年3月期 2020年3月期
実 績 前年比 計 画 (2019.4.26) 計画比

売上高 408,143(100.0%) 428,939(100.0%) 105.1% 418,000(100.0%) 102.6%

売上総利益 60,561(14.8%) 60,093(14.0%) 99.2% 62,700(15.0%) 95.8%

営業利益 36,747(9.0%) 36,022(8.4%) 98.0% 38,000(9.1%) 94.8%

経常利益 39,924(9.8%) 38,643(9.0%) 96.8% 40,700(9.7%) 94.9%
親会社株主に帰属する当期純利益 26,691(6.5%) 26,245(6.1%) 98.3% 27,200(6.5%) 96.5%

一株当たり
当期純利益 375.17円 370.00円 382.31円

(百万円、下段は構成比)

2020年３月期 損益計算書の概要
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電気・空調衛生・太陽光工事の工事売上高の増加
電気・空調衛生工事の利益率の低下

その他事業367
2019.3月期

営業利益
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360

公表値未達、減益
の主な要因

営業利益増減要因 2020年３月期 通期
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2020年3月期
第3四半期末

2021年3月期
第3四半期末

対前年同期増減
増 減 前年比

売上高 279,872(100.0%) 266,597(100.0%) △13,274 95.3％

売上総利益 36,816
(13.2%)

36,863
(13.8%) +47 100.1％

営業利益 18,761(6.7%) 18,898(7.1%) +137 100.7％

経常利益 21,057(7.5%) 20,940(7.9%) △117 99.4％
親会社株主に帰属する四半期純利益 14,319(5.1%) 13,845(5.2%) △473 96.7％

一株当たり
四半期純利益 201.80円 195.43円 -

(百万円、下段は構成比)

2021年３月期 第3四半期末 損益計算書の概要
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営業利益増減要因 2021年３月期 第3四半期末
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その他販売管理費等固定費(間接費)増加
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102,534 103,546 98,386 89,872 

79,870 74,202 83,771 109,690 

80,498 102,046 122,858 116,004 

21.8 21.8 
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17.7 18.3 18.0 17.8 

23.4 24.2 24.9 25.5

0

100,000

200,000

300,000

400,000

2017’03 2018’03 2019’03 2020’03

工事完成基準

工事進行基準

工事進行基準売上高
未引渡し

売上高
引渡済み

工事売上高
（百万円）

計 305,015計 279,794計 262,902
31% 36% 40%

39% 37% 33%

37%

28%

計 315,566

30%

平均利益率

(％)

27% 27% 35%

工事売上高・平均利益率の内訳 2020年3月期 通期（九電工単体:配電線除く）
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60,969 57,209 54,446 50,480 

32,944 36,992 50,491 51,375 
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100,000
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2017’12 2018’12 2019’12 2020’12

工事完成基準
工事進行基準

工事進行基準売上高
未引渡し

売上高
引渡済み

工事売上高
（百万円）

計 202,061計 184,114計 175,925
46% 49% 48%

35% 31% 27%

49%

25%

計 198,662

19%

平均利益率

(％)

20% 25% 26%

工事売上高・平均利益率の内訳 2021年3月期 第3四半期末（九電工単体:配電線除く）
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部門別売上高 部門別受注高 (百万円)(百万円)

46,633 

153,447 

101,164 

45,157 47,706 

165,667 

126,573 

48,379 46,900 

166,344 

134,955 

59,306 

配電線 電気 空調衛生 太陽光

46,537 

167,040 

120,414 

50,764 47,453 

162,646 
150,469 

45,332 
47,574 

156,104 

126,801 

176,545 

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2018年3月期
■2019年3月期
■2020年3月期

■2018年3月期
■2019年3月期
■2020年3月期

部門別受注・売上の状況 2020年3月期 通期＜設備工事業＞
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部門別売上高 部門別受注高 (百万円)(百万円)

33,814 

96,019 

77,842 

31,565 
35,275 

103,714 

87,806 

36,900 
34,034 

98,441 
80,728 

43,517 

0

150,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

34,553 

117,818 
106,061 

38,573 36,578 

118,310 

95,849 

23,423 
34,874 

105,963 

88,023 

14,501 

0

150,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末 ■2021年3月期 3Ｑ末 ■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末 ■2021年3月期 3Ｑ末

部門別受注・売上の状況 2021年3月期 第3四半期末＜設備工事業＞
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47,881 34,725 

263,796 

48,794 
34,233 

305,300 

47,539 28,428 

331,538 

九州電力 官公庁 一般民間会社

47,981 
30,167 

306,607 

48,655 30,570 

326,676 

47,306 
17,208 

442,510 

九州電力 官公庁 一般民間会社

得意先別売上高 得意先別受注高 (百万円)(百万円)
■2018年3月期
■2019年3月期
■2020年3月期

■2018年3月期
■2019年3月期
■2020年3月期

得意先別受注・売上の状況 2020年3月期 通期＜設備工事業＞
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33,945 18,288 

187,007 

35,007 
17,926 

210,763 

33,483 
9,683 

213,553 

0

250,000

九州電力 官公庁 一般民間会社

35,609 25,401 

235,996 

36,071 

9,764 

228,326 

34,492 
25,207 

183,663 

0

250,000

九州電力 官公庁 一般民間会社

得意先別売上高 得意先別受注高 (百万円)(百万円)
■2019年3月期 3Q末
■2020年3月期 3Q末
■2021年3月期 3Q末

■2019年3月期 3Q末
■2020年3月期 3Q末
■2021年3月期 3Q末

得意先別受注・売上の状況 2021年3月期 第3四半期末＜設備工事業＞
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178,698 

43,862 26,852 
5,198 

202,906 

68,095 

17,275 
3,963 

199,179 

77,593 

19,268 5,259 

九州 関東・東北・中部 関西・中国 海外

■2018年3月期 ■2019年3月期 ■2020年3月期
地域別売上高 地域別受注高(百万円) (百万円)

197,665 

62,974 

21,567 
5,247 

218,328 

68,471 

20,574 5,742 

194,445 

64,969 

17,485 
6,004 

九州 関東・東北・中部 関西・中国 海外

■2018年3月期 ■2019年3月期 ■2020年3月期

地域別受注・売上の状況 2020年3月期 通期(太陽光発電工事を除く電気・空調衛生工事)
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130,181 

30,450 
10,415 2,813 

126,193 

48,399 

13,978 
2,949 

114,970 

48,599 

12,446 3,152 

0

180,000

九州 関東・東北・中部 関西・中国 海外

■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末 ■2021年3月期 3Ｑ末
地域別売上高 地域別受注高(百万円) (百万円)

167,243 

40,877 

13,824 
1,934 

144,924 

52,496 

12,034 4,705 

124,711 

56,141 

12,082 
1,050 

0

180,000

九州 関東・東北・中部 関西・中国 海外

■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末 ■2021年3月期 3Ｑ末
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地域別受注・売上の状況 2021年3月期 第3四半期末(太陽光発電工事を除く電気・空調衛生工事)



27,059 
9,467 8,630 

40,189 

6,306 1,883 

48,672 

6,301 4,332 

九州 関東・東北・中部 関西・中国

■2018年3月期 ■2019年3月期 ■2020年3月期
地域別売上高 地域別受注高(百万円) (百万円)

41,129 

4,891 4,743 
13,316 

27,365 

4,650 

155,891 

19,608 

1,045 
九州 関東・東北・中部 関西・中国

■2018年3月期 ■2019年3月期 ■2020年3月期

地域別受注・売上の状況 2020年3月期 通期(太陽光発電工事)
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26,180 

3,791 
1,594 

32,682 

2,966 1,251 

18,524 14,487 

10,506 

0

50,000

九州 関東・東北・中部 関西・中国

■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末 ■2021年3月期 3Ｑ末
地域別売上高 地域別受注高(百万円) (百万円)

9,036 

28,931 

605 

13,324 
9,191 

907 
5,521 7,323 

1,658 

0

50,000

九州 関東・東北

・中部

関西・中国

■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末 ■2021年3月期 3Ｑ末
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地域別受注・売上の状況 2021年3月期 第3四半期(太陽光発電工事)



1,121 

132,519 

97,598 100,350 

840 

129,498 121,420 

97,304 

1,514 

119,138 113,266 

214,542 

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2018年3月末 ■2019年3月末 ■2020年3月末
部門別期末手持工事高 主な受注案件(2020年3月末 手持工事)(百万円)

・ (仮称)旧大名小学校跡地活用事業
・ 三井不動産ロジスティクスパーク船橋Ⅲ期

新築工事(電気・機械)
・ (仮称)イオンモール川口新築工事
・ イオンモール上尾新築工事
・ 福岡市第２期展示場等整備事業に係る設備業務
・ 日本通運グループ統合拠点計画
・ 第３給食センター整備運営事業

日本通運グループ
統合拠点計画

イメージパース

期末手持工事高の状況 2020年3月末＜設備工事業＞

16



1,833 

154,318 

125,743 
107,358 

2,143 

143,975 
129,464 

83,826 

2,354 

126,660 
120,561 

185,527 

0

200,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2018年12月末 ■2019年12月末 ■2020年12月末
部門別期末手持工事高 主な受注案件(2020年12月末 手持工事)(百万円)

・ (仮称)天神ビジネスセンター新築工事
・ (旧)大名小学校跡地活用事業
・ (仮称)名城ビーチホテル新築工事
・ 七尾メガソーラー発電所工事
・ 波松風力発電所建設工事
・ (仮称)渋谷区道玄坂二丁目開発計画
・ 虎ノ門・麻布台地区第一種市街地再開発事業

(B-2街区・C街区) 他

期末手持工事高の状況 2020年12月末＜設備工事業＞

17

イメージパース
虎ノ門・麻布台地区第一種市街地再開発事業(B-2街区・Ｃ街区)



2021年3月期 計画



2020年3月期実績
2021年3月期 計画

公表値 前年比
売上高 428,939(100.0%) 413,000(100.0%) 96.3%
売上総利益 60,093(14.0%) 56,400(13.7%) 93.9%
営業利益 36,022(8.4%) 32,000(7.7%) 88.8%
経常利益 38,643(9.0%) 34,000(8.2%) 88.0%
親会社株主に帰属する
当期純利益 26,245(6.1%) 22,500(5.4%) 85.7%

一株当たり当期純利益 370.00円 317.59円
配当金 100円中間50円、期末50円 100円中間50円、期末50円

(百万円、下段は構成比)

2021年3月期 計画
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47,706 

165,667 

126,573 

48,379 
46,900 

166,344 

134,955 

59,306 

45,900 

152,400 

121,700 

78,000 

0

240,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

47,453 

162,646 
150,469 

45,332 
47,574 

156,104 
126,801 

176,545 

44,600 

175,200 

125,500 

29,500 

0

240,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

部門別受注・売上の計画 ＜設備工事業＞

■2019年3月期 ■2020年3月期 ■2021年3月期（計画）
部門別売上高 部門別受注高

■2019年3月期 ■2020年3月期 ■2021年3月期（計画）
(百万円) (百万円)
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

手持工事高の分析（九電工単体:配電線除く）

2017年
第4Ｑ期首

手持工事高（億円）引渡し時期別の第4四半期期首手持工事高

計 3,527 計 3,171

当年度 完成引渡し

翌年度 完成引渡し

翌々年度以降 完成引渡し

計 3,294

528 557 557

1,547 1,3381,068

1,698
1,423 1,276

2019年
第4Ｑ期首 21

2018年
第4Ｑ期首

計 3,930

513（▲44）

975（▲363)

2,442（+1,165）

2020年
第4Ｑ期首



336 

737 

386 

736 

325 

648 

279 

634 

1～3億円 1億円未満

■2018年3月期 3Q ■2019年3月期 3Q ■2020年3月期 3Q ■2021年3月期3Ｑ (億円)

受注の工事規模別分析（九電工単体：配電線除く）
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発電事業



奄美

メガソーラー発電所

グループ運営設備

- 稼働中

- 建設中

- 施工準備中

持分投資案件

- 稼働中

- 建設中

- 施工準備中

広島

宮城・福島

石川

奈良・三重

千葉

愛知

五島

岡山・兵庫

発電事業への投資の状況（太陽光発電）
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発電所数 発電容量（事業全体） 発電容量（持分相当）
稼動 49 92MW 87MW

建設中 - - -
計画 - - -
合計 49 92MW 87MW

グループ運営案件

（設備投資を行い、

事業全体をその他事業売上高に計上）

発電所数 発電容量（事業全体） 発電容量（持分相当）
稼動 49 540MW 150MW

建設中 5 687MW 141MW
計画 - - -
合計 54 1,227MW 291MW

定額法償却

持分出資案件

（投資有価証券の取得を行い、

持分相当を営業外収益に計上）定率法償却

発電事業への投資の状況（太陽光発電）

【出力抑制について】
4月～12月に、九州電力による出力抑制は、累計42回発令された。(10月～12月:発令1回)
当社の発電所では、平均して12回の制御となった。
・影響 当社グループにおける逸失利益は350百万円程度である。
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風力発電所

愛知

グループ運営設備

- 稼働中

持分投資案件

- 稼働中

- 建設中

- 施工準備中

グループ運営案件（設備投資を行い、事業全体をその他事業売上高に計上）

主に定率法償却

持分出資案件（投資有価証券の取得を行い、持分相当を営業外収益に計上）

主に定率法償却

五島列島

発電所数 発電容量（事業全体） 発電容量（持分相当）
稼動 5 38MW 38MW

建設中 - - -
計画 - - -
合計 5 38MW 38MW

発電所数 発電容量（事業全体） 発電容量（持分相当）
稼動 5 145MW 50MW

建設中 1 7MW 2MW
計画 1 15MW 3MW
合計 7 167MW 55MW

発電事業への投資の状況（風力発電）
宮城・福島

26

福井



持分出資案件(営業外収益)
(百万円)

76
-368

-101 38 135 
215 369

876 

1,412 
1,447 

2016'03 2017'03 2018'03 2019'03 2020'03

計 1

計 774

計 1,450
計 1,583

計 292

グループ運営案件(営業利益)
(百万円)

917 1,048 938 883 790 

2,702 
3,233 3,508 

4,205 4,031 

616 
962 1,144 

1,449 1,556 

2016'03 2017'03 2018'03 2019'03 2020'03

計4,822

棒グラフ:売上高(■太陽光発電 ■風力発電)
折れ線グラフ:営業利益

発電事業への投資の状況 2020年3月期 通期
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■太陽光発電
■風力発電

計4,282 計4,447
計5,089

計3,619



持分出資案件(営業外収益)
(百万円)

-325
-9 -12 -11 -14 

208
597

1,055 1,138 957 

2016'12 2017'12 2018'12 2019'12 2020'12

計 588

計 1,042
計 1,127

計 943

計 ▲116

グループ運営案件(営業利益)
(百万円)

688 602 579 549 584 

2,559 2,860 3,458 3,342 3,240 

890 1,132 1,294 1,412 1,505 

2016'12 2017'12 2018'12 2019'12 2020'12

計3,824

棒グラフ:売上高(■太陽光発電 ■風力発電)
折れ線グラフ:営業利益

発電事業への投資の状況 2021年3月期 第3四半期
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■太陽光発電
■風力発電

計3,463
計4,038 計3,891

計3,247



中期経営計画（2020年4月28日 公表）

 新型コロナウイルス感染症が世界規模で拡大し、景気の下振れリスクが強まっておりますが、現時点では当社グループ業績に及ぼす影響について、規模並びに期間の想定が困難なため、本中期経営計画にその影響を反映しておりません。
 今後の動向を注視し、必要に応じ本中期経営計画の見直しを行ってまいります。



新中期経営計画（2020～2024）

持続的な成⾧を実現するための経営基盤の確立 ～３つの改革の実現～

最終年度（2024年度）

メインテーマ

数値目標（連結）

配電線 500 億円
電気･空調衛生 3,340 億円
再エネ･ES事業他 810 億円
その他 350 億円

（売上高の内訳）
5,000 億円

億円
％以上

10.0 ％以上

500
10.0

売 上 高

Ｒ Ｏ Ｉ Ｃ
（ 投 下 資 本 利 益 率 ）

経 常 利 益
経 常 利 益 率

※企業の「資本効率性」をより正確に測る指標として、ROICを採用した。
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新中期経営計画（2020～2024）

施工戦力 生産性 ガバナンス
３つの改革

利益率向上施策の深化 新たな事業領域の開拓
国内設備工事業の受注基盤強化・拡充 魅力ある職場環境の構築

配電工事部門の収益力強化 企業価値の向上

（前中計からの）継続取り組み課題

持続的な成⾧を実現するための経営基盤の確立～３つの改革の実現～

強靭で筋肉質な企業体質
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2019 2020 2021 2022 2023 2024
その他 267 350 配電線 469 500 

空調衛生
1,299 

1,430 

電 気
1,577 

1,910 

再エネ･ＥＳ事業他
678 

810 
（うち太陽光170）

（うち太陽光593）

新中期経営計画（売上計画ロードマップ）

新中期経営計画期間（2020－2024）

最終年度目標
5,000億円
最終年度目標
5,000億円前中計最終年度4,289億円前中計最終年度4,289億円
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新中期経営計画（SDGsとの関連性）
中期経営計画に掲げる取り組みを着実に進め、事業活動を通じて、当社グループが行っている事業と

親和性の高いＳＤＧｓの実現に貢献していく。
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≪ 技術・技能者 の定期採用人数実績≫ ≪ 2020年4月 採用実績の他社比較 ≫
九電工 電気工事大手 空調工事大手 ｽｰﾊﾟｰｾﾞﾈｺﾝ

全職種合計 356名 330～360 70～100 250～350
高卒 253名 200名程度 10名程度 10名程度
大卒 103名 100～160 70～100 250～320

人材の採用実績（九電工単体）と要員計画

≪ 2025年３月期までの期末要員数計画≫

約 2,100
約 3,000 +

=
=

約 2,000
約 1,000

約 4,100
約 4,000

技能工数

施工管理者数

(子会社 )

+
(九電工 )

2007～2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
技術・技能合計 200名程度 241 262 344 384 342 336名

高卒 150名程度 163 177 248 271 253 253名
大卒 50名程度 78 85 96 113 89 83名

(参考)2020.3 2021.3 2022.3 2023.3 2024.3 2025.3 計画中増減
電 気 部 門 2,274 2,340 2,475 2,599 2,750 2,893 約+550名
空 調 衛 生 部 門 1,138 1,192 1,269 1,355 1,435 1,517 約+320名
電気・空調衛生部門の期末要員数 3,411 3,532 3,744 3,954 4,185 4,410 約+870名
配 電 部 門 1,642 1,612 1,618 1,632 1,641 1,666 約+50名
そ の 他 1,446 1,417 1,407 1,402 1,397 1,408
九 電 工 単 体 従 業 員 数 6,500 6,561 6,769 6,988 7,223 7,484 約+900名
グ ル ー プ 従 業 員 数 10,018 12,000 約+2,000名

グループ従業員10,000名の内、約8,100名が技術者
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デジタルトランスフォーメーション(DX)
・グループのDX推進体制強化を目的に『DX推進部』を新設。（2020年10月1日）
・IT、IoT等の新技術開発に着手し、これによる生産性向上を図る。
・事業全体に新たなイノベーションを起こす。

≪主要取り組みテーマ≫

●既施工物件における設備内容等のデータベース化
およびAIの開発とその活用による設計変更の支援

●AI・IoT・BIMなどの新技術開発による生産性向上
●モバイル端末等の活用によるテレワーク推進・

働き方改革の実践

『職場レベルでデジタル化を推進』
● 現在の仕組みや業務を、最新の

IT技術により効率化・自動化
● ITを活用し、現場と支店・本社を

リアルタイムで繋ぎ、安全や工事
品質、施工管理等、様々な面にお
いて情報の共有を実現

● 働き方改革

『競争上の優位性を確立』
● 新規事業の創出
● ビジネスモデルの変革
● 高品質・高付加価値サービスの

提供による新ビジネスの確立

ＤＸの推進

仕事のあり方変革 新たな

ビジネスモデル創出
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デジタルトランスフォーメーション(DX)～目指す先～

ＡＩ／ＩｏＴ等の先端技術を導入し、設計・施工管理等の現場施工に関する業務や教育・訓練の高度化・省力化・

効率化を図るとともに、デジタル技術を活用した新たな事業・ビジネスモデルを創出する。

施工図作成

（AI、BIM/CIM等）
AI測量・施工管理

ドローン AI施工管理
システム

遠隔操作

建機・作業車

資材運搬

ドローン

建設作業ロボット・

パワードスーツ

デジタル技術による

業務高度化

新規事業創出

建物・設備データ

収集,蓄積,分析
健康支援

サービス等

故障予兆検知・

診断サービス等

VRゴーグル
配電線工事訓練等

ARスマートグラス
施工管理訓練等

「仮想体験型」研修施設

（九電工アカデミー等）
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エネルギーサービス事業(ES)

㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝｴﾈﾙｷﾞｰｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
(当社100％出資) エネルギー供給会社

ES事業会社

顧 客

EPC発注

マッチング 設計料

情報

コンサル料

コンサル

情報

設計積算支援費

ノウハウ

資本金 500万円 出資者 九電工 100％出資
設立 2020年7月 事業開始 2020年8月1日
事業エリア 日本全国
社名 ㈱ジャパンエネルギーコンサルティング
業務内容 建物におけるエネルギー利用等の技術および運用ノウハウの提供並びにコンサルティング

新会社の概要・ES事業のスキーム
・中期経営計画に掲げる『ES事業』を展開するため、独立した専属子会社を設立
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エネルギーサービス事業(ES事業)～目指す先～

Step 1
Step 2

Step 3
Step 4

 エネルギー設備は
 九電工にお任せください

 エネルギー設備は
 九電工にお任せください

地域エネルギー

設備企業

 公共インフラ施設も
 九電工にお任せを
 公共インフラ施設も
 九電工にお任せを

 地域の街づくりも
 お手伝いします

 地域の街づくりも
 お手伝いします

 地域のことなら何でも
 九電工にご相談ください
 地域のことなら何でも

 九電工にご相談ください
地域ユーティリティ

施設企業

地域まちづくり

企業

地域トータル

サービス企業

用排水処理・ゴミ処理

施設の建設

スマートシティ等

まちづくりへの参画

地域のエネルギー供給や

公共サービスの提供

電気・空調・配電線

設備工事の追求

電気・水道・通信などの生活インフラの建設にとどまらず、スマートシティ等の快適なまちづくりや

地域の公共サービスを提供する領域まで事業を拡げ、地域社会のエネルギーインフラ＆サービ

スをトータルでサポートする企業へと進化する。
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Appendix



14,699 18,590 17,191 
7,036 7,838 6,722 

35,721 
51,760 

39,103 

14.8 
16.2 

26.6 

15.4 15.6 16.0 

26.2 25.5 28.3

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

2020’1Q 2020’2Q 2020’3Q

工事完成基準
工事進行基準

工事進行基準
売上高

未引渡し

売上高
引渡済み

工事売上高
（百万円）

計 63,017
計 78,189

計 57,456
62% 66%

26% 24%
12%

平均利益率

(％)

10%

40

工事売上高・平均利益率の内訳 2021年3月期 四半期会計期間別（九電工単体:配電線除く）

62%

27%
11%
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フロントローディングの取り組み

容易性／コスト

変更コスト
プロジェクト終盤に設計変更を実施すると手間がかかるためコストがup

変更容易性
プロジェクトの初期段階は設計変更も比較的容易

基本設計・実施設計段階でのプロジェクト参加を目指す

従来の設計プロセス

フロントローディングを取り入れた設計プロセス

調査 企画設計 基本設計 実施設計 調達 施工 管理

前倒し

プロジェクトの進捗

調査(設計事務所)
企画設計(設計事務所)
基本設計(設計事務所)
実施設計(設計事務所)
受注戦略(九電工)

調達・施工(九電工)

（従来） （ﾌﾛﾝﾄﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞ活用）

※設計変更提案

※設計変更提案※納まり検討

調査(設計事務所)
企画設計(設計事務所)
受注戦略(九電工)

基本設計(設計事務所・九電工)
実施設計(設計事務所・九電工)

調達・施工(九電工)

<フロートローディングの概念> <当社におけるイメージ>

設計段階から関わるメリット
・[設計時] 設計初期段階からの設計変更可能(有効な提案、コスト低減を見込むことができる)・[契約時] コスト低減が加味された有利な内容での受注が可能・[施工時] 現場担当者へのスムーズな引継ぎが可能
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非住宅建設
住宅建設
民間土木
政府土木

生産年齢人口

ピーク 8,726万人

（1995年）

東京オリンピック(2021年)実質建設投資

（兆円）

建設業就業者数

（万人）

天神ビッグバン(～2024年)
ウォーターフロントネクスト(20～30年後まで)

リニア新幹線
大阪開通(2045年)

建設需要は、大型プロジェクトや 建設後50年を超えるインフラの更新が下支え。生産年齢人口減少により人手不足が加速、供給力が急減。
建設業就業者数

生産年齢人口

見通し 4,529万人

（2065年）

高度経済成長期に建設された

建造物が耐用年数を経過

再整備需要が下支え

生産年齢人口

足許 7,728万人

（2015年）

過去の建設投資額
耐震構造への対応・
築後50年超の建造物の建替え・リニューアル需要

建設業界の予測
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地下鉄空港線

昭和通り

明治通り

福岡市都市高速

山陽新幹線

西鉄福岡(天神)駅
地下鉄七隈線

ウォーターフロント地区

天神地区

【位置関係】ウォーターフロントネクスト・天神ビッグバン・博多コネクテッド

空港まで

10分

10分

5分

5分

高さ制限緩和

ｳｫｰﾀｰﾌﾛﾝﾄ地区 ３８㌶ （70㍍ → 100㍍）

天神地区17㌶ （67㍍ → 最高115㍍）

緩和要請

博多駅地区 (50㍍ → 60㍍)

空港まで10

分

空港まで

高速で15分

空港まで10

分

空港まで

高速で10分

博多駅地区
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プロジェクト 目 的 期間及び規模

①天神ビッグバン
・福岡の中心部である天神エリアの再開発を進めることで、アジアの拠点都市としての役割・機能を高め、雇用を創出

・2024年まで・延床面積 75.7万㎡・天神地区のビルの建替（30棟）

②ウォーターフロントネクスト
・九州の海の玄関口である博多港周辺の賑わいを創出・MICEやクルーズなどの需要に対し、都市機能の向上

・今後10～20年・クルーズターミナル、MICE、商業施設、ホテル

③博多コネクティッド ・九州の陸の玄関口である博多駅の活力と賑わいを、さらに周辺につなげていく
・2028年まで・博多駅から半径約500ｍ、約80ha・博多駅周辺のビルの建替（20棟）

【プロジェクト内容】ウォーターフロントネクスト・天神ビッグバン・博多コネクティッド
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多様なビジネスモデル それぞれの深堀り（設備工事業）
  ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ 提案元請型

（地域密着） サブコン型 資本参加型 項 目

特 徴 ・中型・小型工事が中心
・施主から直接受注・元請となる

・大型工事
・ゼネコンの下請（サブコン）

・異業種との協業のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
に資本参加し、工事を受注
・工事利益＋応分の事業利益

売上高 案件ごとの売上高は小さい 案件ごとの売上高は大きい 案件ごとの売上高は大きい

事業エリア
関東・関西等都市部

全国展開福岡都市部
全国へ事業エリア拡大

主として九州
Ｍ＆Ａにより関東・関西へ

利益率 比較的高い（施主から直接受注） 比較的低い（下請が主） プロジェクト毎で異なる

差別化戦略
九州、沖縄全域に110の営業所を
持つことで、技術者による地域密
着営業を展開

圧倒的な直営動員力
プロジェクトの企画段階から
参加することで、工事を確実
に受注

構成比 約４０％ 約５０％ 約１０％
ライバル 地元中小企業 全国大手同業各社 ゼネコン・デベロッパー

Ⓐ Ⓑ Ⓒ
①

②

③
④

⑤

⑥
⑦
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